
［１］　はじめに

　平成１７年６月２９日制定され，平成１８年５月の施行（ただし，合併等対価の柔

軟化に関する部分については，更に１年後，附則４条参照）が見込まれている，会

社法（平成１７年法律８６号）においては，その形式および内容の両面にわたっ

て大きな改変がなされたと同時に，幾多の新制度が導入された。その一つ

に「会計参与」制度の創設がある。本稿は，「会計参与」制度について考察

するものである。

［２］　「会計参与」制度創設の趣旨

　わが国の会社数は，有限会社が約１８７万社（５９％），株式会社が約１１５万社

（３７％），合資会社が約８万６千社（３％），そして合名会社が約１万７千社

（１％）であるが，ごく一部の大会社を除いて，大部分の会社は，中小規

模・非公開的な株式会社および有限会社であるのが実態である。

　これまで，大会社（みなし大会社を含む）については，監査および会計の

専門家としての「公認会計士」（監査法人を含む。）（公認会計士法１条）による

「会計監査人」制度が認められていたが，わが国の会社のうち大半を占め

る中小会社の場合，その計算の適正性をいかに担保するか，また，そのよ

うな会社の計算書類を利害関係人が実効的に閲覧等のできる制度をいかに

整備するかは，永年の課題であった。今回創設された「会計参与」制度は，

これらの要請に応えようとするものである。

［３］　「会計参与」制度の概要

　「会計参与」とは，会社の計算書類等（計算書類およびその附属明細書，臨
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時計算書類，連結計算書類を含む）の作成に，公認会計士（監査法人を含む）ま

たは税理士（税理士法人を含む）等の会計専門家が参画して，取締役（委員

会設置会社の場合には，執行役）と「共同して」それらの書類を作成するとと

もに，会計参与報告を作成し，これらを会社とは別に，５年間保存して，株

主および会社債権者からの閲覧等の求めに応じるという制度である。「会

計参与」になりうるものが，公認会計士（監査法人を含む）または税理士（税

理士法人を含む）に限られているのは，主として中小会社の会計の適正性の

確保が狙いであるが，大会社でも，定款の定めにより任意に設置すること

はできる。

　「会計参与」は，株主総会で選任され（会３２９），その任期（会３３４）・報酬

（会３７９）等については，取締役と同様の規律に従う。会社と「会計参与」

との関係は，委任に関する規定に従う（会３３０）。それ故，会計参与は，委

任の本旨に従い，善良な管理者の注意をもって，委任事務を処理する義務

を負うことになる（民６４４）。その結果，会社または第三者に対する責任は，

社外取締役と同様の規律に従うし（会４２３以下，同４２９），また，会社に対す

る責任については，株主代表訴訟の対象にもなる（会８４７以下）。

［４］　中小会社の会計業務の実態

　現実の経済社会では，中小会社の計算書類の作成には，税理士が相当程

度関与している事例が多いようであるから，それらの中小規模・非公開的

な会社が「会計参与」制度の採否を検討することは想像に難くないが，そ

の採否は，法律上，定款規定による，任意の制度であるため（会３２６�），

この制度の成否は，金融機関・取引先等が中小会社の会計参与の設置を高

く評価するか否かにかかっていると言ってよい。

　中小会社にとっては，金融機関からの融資に頼らざるを得ないのが現状

であるから１），従って，金融機関等が，中小会社向けの融資に際して，新会
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　１）　鳥飼重和・高田剛・小出一郎・内田久美子・村瀬孝子著『非公開会社のための
新会社法』商事法務，平成１７年７月刊６頁の引用する「日本銀行『金融経済統計
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社法の創設した「会計参与」の設置を高く評価するならば，そして，会社

の取引先も同様に評価するならば，中小会社の経営者とすれば，会計参与

を設置することに伴うコストと，ベネフィットとを勘案して設置に積極的

になるであろうから，この制度の普及は飛躍的に向上することが考えられ

よう。

　問題は，会計参与を設置する中小会社のコスト・ベネフィット，および

会計参与側のコスト・ベネフィット，とりわけ，会計参与の法的責任の重

さと報酬との比較検討であろう。以下，これらについて，順次検討してみ

る。

［５］　「会計参与」の資格

　会計参与は，公認会計士もしくは監査法人または税理士もしくは税理士

法人でなければならない（会３３３�）２）。

　会計参与となることができない者は，次の通りである（会３３０�）。

�　株式会社またはその子会社の取締役，監査役もしくは執行役または

支配人その他の使用人

�　業務の停止の処分を受け，その停止の期間を経過しない者

�　税理士法（昭和２６年法律２３７号）４３条の規定により同法２条２項に規定

する税理士業務を行うことができない者

　この他，他の規定との係わりで，次の制約がある。
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　月報』」によれば，２００２年度の企業向け貸出しに占める中小企業向け貸出し比率は，
都市銀行６０．３％，地方銀行７４．０％，第二地方銀行８２．０％であるから，中小会社向
けの金融機関の融資の面で，何を重要な判断基準としているかが問題となる。こ
の点について，同書７頁の引用する「中小企業向け貸出しにおける実態調査」
（２００５年１月，社団法人中小企業総合研究所）によれば，第１位が債務償還能力
（企業の財務）で５９．８％，第２位が，計算書類等の信頼性（企業の属性）で５１，３％，
第３位が代表者の資質（人材の属性）で３９．３％となっているから，計算書類の適正
性の確保は中小会社にとっては極めて重要な意味を持つことになろう。
　２）　会計参与に選任された監査法人または税理士法人は，その社員の中から，会計
参与の職務を行うべき者を選定し，これを会社に通知しなければならない。この
場合においては，本文で次に掲げる者を選定することはできない（同�）。
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�　第１に，「監査役」については，「会社」またはその子会社の取締

役もしくは支配人その他の使用人，または当該子会社の会計参与（会

計参与が法人であるときは，その職務を行うべき者）もしくは執行役を兼

ねることができない」（会３３５�）とされている。従って，会計参与

は，関与会社の親会社の監査役を兼ねることはできないことになる。

�　第２に，会計参与は，関与会社の親会社たる委員会設置会社の監

査委員会の委員（監査委員という）を兼ねることはできない（会４００

�）。

�　第３に，会計参与は，将来にわたって，関与会社のみならずその

子会社の社外監査役になることはできない（会 ２（１６））。

　以上に述べたように，会計参与が監査役との兼務ができないのは，計算

書類の作成者と監査者との立場上当然のことである。従って，会計参与と

会計監査人との兼務もできないものとみなければならない。

　また，会計参与が取締役・執行役・支配人その他の使用人との兼務がで

きないのは，会計参与には，これらの者とは異なる，独立した計算書類作

成の専門家としての立場が求められ，取締役と共同してその職務に当たる

ことが期待されているからである。

　なお，取締役会設置会社（委員会設置会社を除く）は，監査役を置かなけれ

ばならないのが原則であるが（会３２７�），公開会社でない取締役会設置会

社で会計参与を設置している場合には，監査役を置く必要はないものとさ

れている（同条但書）。

［６］　会計参与の任期

　会計参与の任期は，原則として，選任後２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時（会３３４，３３２�）までで

ある。

　ただし，公開会社の場合には，定款または株主総会の決議によって，そ

の任期を短縮することはできるが（同条但書），伸長はできない。
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　これに対して，公開会社でない株式会社（委員会設置会社を除く）にあって

は，定款の定めにより，原則２年とされる会計参与の任期を，選任後１０年

以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の時まで

伸長することを妨げない（会３３２�）。

［７］　会計参与の選任・解任

　会計参与は，株主総会の決議によって選任される（会３２９�）。この選任

決議をする場合には，法務省令で定めるところにより，会計参与が欠けた

場合または会社法または定款で定めた会計参与の員数を欠くこととなると

きに備えて，「補欠の会計参与」を選任することができる（同条�）。

　会社設立時には，定款で「設立時会計参与」を定めることができる（会

３８�）。

　定款で会計参与を定めていないときは，「発起設立」の場合と「募集設

立」の場合とを分けて考察する必要がある。

　「発起設立」の場合には，出資の履行が完了した後，遅滞なく，発起人が

「設立時会計参与」を選任する（会３８�（１））。選任は，発起人の議決権の過

半数をもって決定する（会４０�）。発起人は，出資の履行をした設立時発

行株式１株につき１個の議決権を有する（会４０�，�。ただし，単元株式数

を定款で定めている場合には，１単元の設立時発行株式につき１個の議決権となる。

同項但書，�）３）４）。
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　３）　選任した（または，定款に定められ，選任されたものとみなされた）設立時会
計参与は，会社の成立の時までの間，解任することができる（会４２）。解任決議
の要件は，発起人の議決権の過半数で足りる（会４３�。なお，�以下参照）。
　４）　また，設立しようとする株式会社が種類株式発行会社である場合において，会
計参与の全部または一部の選任または解任について議決権を行使することができ
ないものと定められた種類の設立時発行株式を発行するときは，当該種類の設立
時発行株式については，発起人は，当該会計参与となる設立時会計参与との選任
または解任についての議決権を行使することができない（会４０�，�）。
　　右の原則に対して，設立しようとする株式会社が種類株式発行会社である場合
において，会計参与の全部または一部の解任について議決権を行使することがで
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　次に，「募集設立」の場合には，設立時会計参与の選任は，創立総会の決

議によって行われる（会　８８）。また，設立時会計参与の解任も，会社の成立

の時までの間，創立総会の決議によって行うことができる（会９１，普通決

議）。

［８］　会計参与の職務等

　会計参与の職務は，取締役（委員会設置会社の場合には，執行役）と共同し

て，計算書類（貸借対照表，損益計算書その他株式会社の財産および損益の状況

を示すために必要かつ適当なものとして法務省令で定めるものをいう。会４３５）お

よびその附属明細書，臨時計算書類（最終事業年度の直後の事業年度に属する

一定の日（臨時決算日）における貸借対照表，臨時決算日の属する事業年度の初日

かに臨時決算日までの期間に係る損益計算書をいう。会４４１�）ならびに連結計

算書類（会計監査人設置会社およびその子会社から成る企業集団の財産および損益

の状況を示すために必要かつ適当なものとして法務省令で定めるものをいう。会

４４４）を作成することである（会３７４）。その際，会計参与は，法務省令で定

めるところにより，会計参与報告を作成しなければならない（会３７４�）。

［９］　会計参与の業務と会計専門家としての位置づけ

　会社法の定める「会計参与」の職務は以上の通りであるから，その結果，

会計業務が会計参与の本来的な基本業務となる。このことは，会計参与が

株式会社の会計に係る職業的専門職として法律上位置づけられたことを意

味する。

―　　―��
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　きないものと定めらた種類の設立時発行株式を発行するときは，当該種類の設立
時発行株式については，発起人は，当該会計参与となる設立時会計参与の解任に
ついての議決権を行使すこことはできない（会４４�，�）。更に，株式会社の設
立に際して，会計参与の全部または一部の選任または解任について，株主総会の
決議のほか，当該種類の株式の種類株主を構成員とする種類株主総会の決議があ
ることを必要とする旨の定款の定めがあるときは，当該種類の株式の設立時発行
株式を引受けた発起人の議決権の過半数をもってする決定がなければ，その効力
は生じない（会４５�（２））。
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　この結果，会計参与となった税理士の業務は，大きく変わることになる。

これまで，税理士は，税理士法２条に定める「税理士の業務」，すなわち，

（イ）税務代理，（ロ）税務書類の作成，（ハ）税務相談，（ニ）税理士業務に付

随する財務書類の作成等のうち，（イ）（ロ）（ハ）が税理士の独占業務とされ，

（ニ）財務書類の作成等は，税理士業務に付随する業務と位置づけられてき

たが，税理士が「会計参与」となった限りで，株式会社の計算書類等の作

成に関与する，会社の機関としての位置づけが与えられたから（会３２９），

株式会社の取締役と共同して作成する計算書類等の作成という（会３７４），

会計業務が会計参与の本来的な基本業務となったことになる５）。

［１０］　そこで，種々検討を要する問題点として，次を挙げることができる。

�　第１に，会社設立の際，定款に，現物出資・財産引受け・発起人の

報酬等・会社の負担する設立費用等の，いわゆる「危険な約束」の定

めがある場合には，原則として裁判所の選任する検査役の調査が要求

されるが（会３３，２８），例外的に，それが省略できる場合として（同条

�項参照），現物出資または財産引受けについて，定款に記載（または

記録）された価額が相当であることについて，税理士または税理士法

人の証明（現物出資等が不動産である場合にあっては，当該証明および不動

産鑑定士の鑑定評価）を受けた場合が挙げられている。そこで，問題とな

るのは，会計参与である税理士または税理士法人が，この任に当たる

ことができるかである。

　この点については，会社法３３条１１項が，前期の証明をすることがで

きないものとして，「税理士法人であって，その社員の半数以上が発起

人，財産引受けの目的財産の譲渡人，設立時取締役または設立時監査

役であるるとき」のいずれかを挙げているに過ぎないから，従って，

―　　―��
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　５）　その限りでは，武田隆二稿「会社法制の現代化に ���会計人はいかに応える
べきか」���会報平成１７年９月号（３９２号）４頁）の提唱されるように，税理士法
１条および２条の改正の実現が望まれる。
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極めて形式的に見るならば，会計参与たる税理士も，税理士としてな

ら証明をすることができると解しうるかのようにも思われる。

　しかし，同法２０７条１０項は，会社成立後の株式の募集に際してなされ

る現物出資について，会計参与は証明をすることができないことを明

記している。

　それ故，会計参与となった税理士は，会社設立時においても，現物

出資等についての証明はできないものと解するのが相当であると考え

られる。その根拠としては，会計参与は，既に見たように，取締役と

共同して，計算書類等を作成すべき職務を担うから，いわば社外取締

役と同等の会社機関を構成するものであるからである。それ故，第三

者による証明としては，当該会社の会計参与以外の税理士がそれを行

うべきものと考えるべきであろう。

�　第２に，問題となるのは，会計参与の作成する「会計参与報告」と，

税理士が作成し提出する税務書類（添付する書類を含む）との係わりであ

る。

　前者は，株式会社の取締役と共同して計算書類等を作成する「会計

参与」としての業務の「報告」であって，名宛人は，当該株式会社（代

表取締役）宛であるのに対して，後者は，税理士として，税務代理を行

うための，税務書類の作成であり，税理士業務に付随する財務書類の

作成等であるから，名宛人は税務署である。従って，同一の税理士が

両業務を併行し行うことに特段の問題はないと考える。

［１１］　会計参与の法的立場と種々の権限および義務

　会計参与と会社との関係は，委任に関する規定に従うものとされている

（会　３３０）。

　それ故，会計参与は，受任者として，会社に対して，委任の本旨に従い，

善良な管理者の注意をもって，委任事務を処理する義務を負う（民６４４）。

同時に，委任者たる会社の請求があるときは，いつでも委任事務の処理の
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状況を報告し，委任が終了した後は，遅滞なくその経過および結果を報告

しなければならない（民６４５）。

　この他，会社法は，会計参与については，以下に述べるような種々の権

限および義務を課している。

　第１に，会計参与は，株主総会において，株主から特定の事項について

説明を求められた場合には，当該事項について必要な説明をしなければな

らない（会３１４）。ただし，当該事項が株主総会の目的である事項に関しな

いものである場合，その説明をすることにより株主の共同の利益を害する

場合，その他正当な理由がある場合として法務省令で定める場合�６）は，こ

の限りではない（同条但書）。

　第２に，会計参与は，株主総会において，会計参与の選任もしくは解任

または辞任について意見を述べることができる（会３４５�）７）。

　第３に，会計参与が欠けた場合または定款で定めた会計参与の員数が欠

けた場合には，任期の満了または辞任により退任した会計参与は，新たに

選任された会計参与が就任するまで，なお会計参与としての権利義務を有

するものとされている（会３４６�）８）。

　第４に，会計参与が取締役（監査役設置会社にあっては，取締役および監査

役）の全員に対して取締役会に報告すべき事項を通知したときは，当該事

項を取締役会へ報告することを要しない（会３７２）。ただし，代表取締役お
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大賀：「会計参与制度」考

　６）　例えば，質問に対する答弁によって会社または自己が刑事訴追を受けるおそれ
があるような場合とか，説明するには調査を必要とするため即答できない場合な
どが考えられるが，後者の場合，株主が総会に先立ち相当の時間的余裕をもって
予め書面または電磁的方法で質問を出しているときには，説明を拒否できないで
あろう。
　７）　会計参与を辞任した者は，辞任後最初に招集される株主総会に出席して，辞任
した旨およびその理由を述べることができる（同条�）。そのため，取締役は，会
計参与を辞任した者に対して，株主総会を招集する旨，総会の日時および場所を
通知しなければならない（同条�）。
　８）　会計参与が欠けた場合等において，裁判所は，必要があると認めるときは，利
害関係人の申立てにより，一時会計参与の職務を行うべき者を選任できるが（同
条�），この一時会計参与についても同様のことが当てはまる（同条�）。
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よび業務執行取締役（会３６３�（１）（２））は３ヵ月に１回以上，自己の職務の

執行の状況を取締役会に報告しなければならないが（同条�），この場合に

は，必ず取締役会を開催することが必要である（会３７２�）。

　第５に，会計参与は，いつでも，次に掲げるものの閲覧および謄写をし，

または取締役および支配人その他の使用人に対して会計に関する報告を求

めることができる（会３７４�）。

�　会計帳簿またはこれに関する資料が書面をもって作成されていると

きは，当該書面

�　会計帳簿またはこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されて

いるときは，当該電磁的記録に記録された事項を法務省令で定める方

法により表示したもの。

　第６に，会計参与は，その職務を行うため必要があるときは，会計参与

設置会社の子会社に対して会計に関する報告を求め，または会計参与設置

会社もしくはその子会社の業務および財産の状況の調査をすることができ

る（会３７３�。なお，子会社は，正当な理由があるときは，報告または調査を拒

むことができる。同条�）。

　第７に，会計参与は，その職務を行うに際して取締役の職務の執行に関

し不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実があることを

発見したときは，遅滞なく，これを株主（監査役設置会社にあっては，監査役）

に報告しなければならない（会３７５）９）。

　第８に，取締役会設置会社の会計参与（会計参与が監査法人または税理士法

人である場合にあっては，その職務を行うべき社員）は，各事業年度に係る計算

書類（貸借対照表，損益計算書その他株式会社の財産および損益の状況を示すため

に必要かつ適当なものとして法務省令で定めるものをいう。会４３５）および事業

報告ならびにこれらの附属明細書（監査役（委員会設置会社の場合は監査委員

―　　―��

　９）　このことは，主として中小会社の計算の適正のための会計専門家としての会計
参与にも，取締役の不正行為・法令定款違反行為等のチェック機能を期待し，それ
を間接的に認めているとも理解しうる。
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会）および会計監査人の監査を受けたもの。会４３６�），臨時計算書類（監査役

（委員会設置会社の場合は監査委員会）および会計監査人の監査を受けたもの。会

４４４�），ならびに連結計算書類（監査役（委員会設置会社の場合は監査委員会）

および会計監査人の監査を受けたもの。会４４４�）の承認をする取締役会に出席

しなければならない（会３７６�）。この場合，会計参与は，必要があると認

めるときは，意見を述べなければならない（同条項）１０）。

　第９に，会計参与がその職務としての，計算書類（貸借対照表，損益計算

書その他株式会社の財産および損益の状況を示すために必要かつ適当なものとして

法務省令で定めるものをいう。会４３５）およびその附属明細書，臨時計算書類

（最終事業年度の直後の事業年度に属する一定の日（臨時決算日）における貸借対照

表，臨時決算日の属する事業年度の初日から臨時決算日までの期間に係る損益計算

書をいう。会４４１�）ならびに連結計算書類（会計監査人設置会社およびその

子会社から成る企業集団の財産および損益の状況を示すために必要かつ適当なもの

として法務省令で定めるものをいう。会４４４）の作成に関する事項について，

取締役と意見を異にするときは，会計参与（会計参与が監査法人または税理士

法人である場合にあっては，その職務を行うべき社員）は，株主総会において意

見を述べることができる（会３７７）１１）。

　第１０に，会計参与は，次の各号に掲げるものを，当該各号に定める期間，
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大賀：「会計参与制度」考

１０）　従って，その取締役会を招集する者は，当該取締役会の日の１週間（これを下
回る期間を定款で定めた場合にあっては，その期間）前までに，各会計参与に対
してその通知を発しなければならない（同条�。取締役会の招集の手続を経るこ
となく開催するときは，取締役（監査役設置会社にあっては，取締役および監査
役）全員の同意の他，会計参与の全員の同意を得なければならない。同�）。

１１）　計算書類等は会計参与と取締役とが共同して作成すべきものとされているから，
意見が完全に分かれているときは計算書類等の作成に至らない筈である。従って，
「意見を異にする」というのは，計算書類等の作成は一応できていて，細部につい
ての意見の相違をいうものと解さなければならないが，職業的専門家としての会
計参与の意見を重視することになろうから，その限りで，中小会社の経営者の不
当な要求もチェックできるであろう。また，そのことが，中小会社の計算の適正
性を担保することになるものと思われる。意見対立のままでは，終局的には，会
計参与が辞任せざるを得ないことになるであろう。
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法務省令で定めるところにより，当該会計参与が定めた場所に備え置かな

ければならない（会３７８）。これによって，株主・会社債権者等会社の利害

関係人は，比較的容易に会社情報を得ることができることになる。

�　各事業年度に係る計算書類およびその附属明細書ならびに会計参与

報告　　　定時株主総会の日の１週間（取締役会設置会社にあっては，２

週間）前の日（取締役または株主が株主総会の目的である事項について提案

をした場合において，当該提案につき株主（当該事項について議決権を行使す

るこができるものに限る。）の全員が書面または電磁的記録により同意の意思

表示をしたときは，当該提案を可決する旨の株主総会の決議があったものとみ

なされるが（会３１９�），この場合には，提案があった日）から，５年間

�　臨時計算書類および会計参与報告　　　臨時計算書類を作成した日

から５年間

　会計参与設置会社の株主および債権者は，会計参与設置会社の営業時間

内（会計参与が請求に応ずることが困難な場合として法務省令で定める場合を除く。）

は，いつでも，会計参与に対し，次に掲げる請求をすることができる（会

３７８�）。

�　前記の（１）および（２）に掲げるものが書面をもって作成されて

いるときは，当該書面の閲覧の請求

�　�の書面の謄本または抄本の交付の請求

�　�および�に掲げるものが電磁的記録をもって作成されていると

きは，当該電磁的記録に記録された事項を法務省令で定める方法に

より表示したものの閲覧の請求

�　�の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって会計参与

の定めたものにより提供することの請求またはその事項を記載した

書面の交付の請求（会３７８�）

　そして，会計参与設置会社の親会社社員は，その権利を行使するため必

要があるときは，裁判所の許可を得て，当該会計参与設置会社の（１）およ

び（２）に掲げるものについて�ないし�に掲げる請求をすることができる。
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ただし，�または�に掲げる請求をするには，当該会計参与の定めた費用

を支払わなければならない（会３７８�）１２）。

　第１２に，会計参与の報酬等は，定款にその額を定めていないときは，株

主総会の決議によって定める（会３７９）１３）。

　会計参与（会計参与が監査法人または税理士法人である場合にあっては，その

職務を行うべき社員）は，株主総会において，会計参与の報酬等について意

見を述べることができる（会３７９�）。

　第１３に，会計参与がその職務の執行について会計参与設置会社に対して

次に掲げる請求をしたときは，当該会計参与設置会社は，当該請求に係る

費用または債務が当該会計参与の職務の執行に必要でないことを証明した

場合を除き，これを拒むことができないものとされている（会３８０）。

�　費用の前払の請求

�　支出した費用および支出の日以後におけるその利息の償還の請求

�　負担した債務の債権者に対する弁済（当該債務が弁済期にない場合に

あっては，相当の担保の提供）の請求（同各号）

　第１４に，会計参与は，監査役が会社の事業の報告を求め，またはその子

会社の業務および財産の状況の調査をするのに応えなければならない（会

３８１�参照）。

　第１５に，公開会社でない株式会社（監査役会設置会社および会計監査人設置

会社を除く。）の監査役で，その監査役の監査の範囲を会計に関するものに

限定する旨の定款の定めのある場合，監査役が法務省令で定めるところに

より，監査報告を作成するに際して，いつでも，次に掲げるものの閲覧お
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大賀：「会計参与制度」考

１２）　なお，会計参与が計算書類等および会計参与報告等を保管している場所におい
て，株主，会社債権者等がそれらの閲覧・謄写の請求をしてきた場合，会計参与
は，その当事者適格を会社に照会しなければならないであろう。具体的な手続は，
会社と会計参与とで定めることになろう。

１３）　会計参与が２人以上ある場合において，各会計参与の報酬等について定款の定
めまたは株主総会の決議がないときは，当該報酬等は，決定されている報酬等の
範囲内において，会計参与の協議によって定める（同条�）。
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よび謄写をし，または会計に関する報告を求めることができるが（会３８９

�・�参照），会計参与はそれに応えなければらない（同�）。

�　会計帳簿またはこれに関する資料が書面をもって作成されていると

きは，当該書面

�　会計帳簿またはこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されて

いるときは，当該電磁的記録に記録された事項を法務省令で定める方

法により表示したもの

　第１６に，会計参与が監査役の全員に対して監査役会に報告すべき事項を

通知したときは，当該事項を監査役会へ報告することを要しない（会３９５）。

　第１７に，会計監査人設置会社またはまたはその子会社の会計監査人は，

その職務を行うに当たって，会計参与を使用してはならないものとされて

いる（会３９６�）。

　第１８に，委員会設置会社における会計参与の選任および解任に関する議

案の内容は，指名委員会が決定する（会４０４�，４１６�（５）参照）。

　第１９に，委員会設置会社における会計参与の職務の執行の監査は，監査

委員会が行う（会４０４�（１））。

　第２０に，委員会設置会社における会計参与の個人別の報酬は，額が確定

しているものでなければならないので，報酬委員会がその個人別の額を決

定する（会４０９�但書）。

　第２１に，委員会設置会社における会計参与が委員の全員に対して委員会

に報告すべき事項を通知したときは，当該事項を委員会へ報告することを

要しない（会４１４）。

［１２］　会計参与の法的責任

　会計参与の法的責任については，「会社に対する責任」と「第三者に対す

る責任」とを分けて考察することが便宜である。

　�　会社に対する責任

　まず，会計参与の「会社に対する法的責任」については，会計参与
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がその任務を怠ったときは，会社に対し，これによって生じた損害を

賠償する責任を負うものとされている（会４２３。違法な剰余金の配当につ

き，会４６２。違法な利益供与につき，同１２０）。言い換えれば，会計参与の

「会社に対する責任は，他の役員等（取締役，執行役，監査役および会計

監査人）の場合と同様，原則として，過失責任を負うものとされている

のであり（会４２３。なお，利益供与に直接関与した者については，この限り

ではない。会１２０�参照），また，会計参与の会社に対する責任の追及に

ついては，株主代表訴訟の対象にもなっている（会８４７以下参照）。し

かし，逆に言えば，会計参与は，その任務を怠らない限り，会社に対

して，法的責任を問われることはないということでもある。

［１３］　もっとも，新会社法によれば，会計参与の会社に対する責任は，会

計参与が，その職務を行うにつき「善意でかつ重大な過失がないときは」，

言い換えれば，悪意でなく，しかも軽過失のときは，損害賠償の責任を負

う額から，次に掲げる額の合計額（会４２７条��項において「最低責任限度」と

いう。）を控除して得た額を限度として，それ以上の額は責任が免除できる

ものとされている（会４２５�）。

�　会計参与がその在職中に株式会社が職務執行の対価として受け，ま

たは受けるべき財産上の利益の１年間当たりの額に相当する額として

法務省令で定める方法により算定される額に，会計参与の場合（社外

取締役，監査役または会計監査人と同じく。因みに，代表取締役または代表執

行役の場合は６，代表取締役以外の取締役（社外取締役を除く）または代表執

行役以外の者の場合は４）２を乗じて得た額。

�　会計参与が当該株式会社の新株予約権を引き受けた場合（会２３８条�項

各号に掲げる場合に限る。）１４）における当該新株予約権に関する財産上の
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大賀：「会計参与制度」考

１４）　具体的には，新株予約権と引き替えに金銭の払込みを要しないこととすること
が当該者の特に有利な条件であるとき（会２３８�（２），または新株予約権の払込み
金額が当該者に特に有利な金額であるとき（会２３８�（３）に限られることになる。
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利益に相当する額として法務省令で定める方法により算定される額。

［１４］　会計参与の会社に対する責任の一部免除の方法は，３つある。その第

１は，株主総会の定款変更型の特別決議をもって行う場合であるが（会

４２５，３０９�（８）），この場合には，会計参与は，�責任の原因となった事実お

よび賠償の責任を負う額，�免除できる額の限度およびその算定の根拠，

�責任を免除すべき理由および免除額を，株主総会において開示しなけれ

ばならない（会４２５�）。

［１５］　会計参与が，その職務を行うにつき「善意でかつ重大な過失がない

とき」に，その責任の一部免除が認められる第２は，監査役設置会社また

は委員会設置会社の場合，定款の定めに基づいて取締役がその過半数の同

意（ないし取締役会決議をもって）行う場合である（会４２６）。

［１６］　会計参与が，その職務を行うにつき「善意でかつ重大な過失がない

とき」に，その責任の一部免除が認められる第３は，会計参与と会社との

間に，定款の定めに基づき予め責任限定契約が締結されている場合である

（会４２７）。この場合，定款で定めた額の範囲内で予め株式会社が定めた額と

最低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする旨の「契約」（いわば，責

任限定契約とでも言うことができよう。）を会計参与と締結することが出来る旨

を定款で定めることができる（会４２７）。

［１７］　会社が当該会計参与が任務を怠ったことにより損害を受けたことを

知ったときは，その後最初に招集される株主総会において，�責任の原因

となつた事実および賠償の責任を負う額，�免除できる額の限度およびそ

の算定の根拠，�責任限定契約の内容およびその契約を締結した理由，�

会社の受けた損害のうち，当該会計参与が賠償する責任を負わないとされ

た額を開示しなければならない（会４２７�）。
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［１８］　次に，会計参与は，その職務を行うについて「悪意または重大な過

失があったとき」は，当該会計参与は，これによって第三者に生じた損害

を賠償する責任を負う（会４２９）。

［１９］　会計参与は，また，計算書類およびその附属明細書，臨時計算書類

ならびに会計参与報告に記載（または記録）すべき重要事項について，虚偽

記載（記録）をしたときも，同様の責任を負う（会４２９�）。ただし，その

者が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明したとき

は，この限りではない（同条項但し書）。

［２０］　まとめに代えて

　今見てきたように，会計参与には，重要な権限および責任が課せられて

いるから，場合によっては，会社に対して，または第三者に対して，重い

法的責任を負わなければならないことにもなりかねない。そこで，税理士

または公認会計士等が会計参与に就任するに際しての問題点を検討してみ

る。

　肝心なのは，会計参与が，その任務を懈怠することなく，しかもその職

務を行うに際して「悪意または重大な過失がないように」することに尽き

るが，会計参与は取締役等と「共同して」職務を担うところに基本的な問

題がある。

　そこで，会計参与が，取締役等と「共同して」計算書類等を作成すべき

ものである以上，会計参与に就任する際には，予め，共同作業の任務分担

ないし責任の所在を明確化しておくことが肝要のように思われる。何故な

ら，会計参与は，会社の機関として位置づけられているとは言え，独立し

た会計の専門家であるから，一般的には会計参与としての勤務形態はいわ

ゆる常勤とは限らないであろう。そうであるとすれば，取締役等が日常の

現金の出納およびその記帳その他の業務１５）を誠実に処理し，しかも捏造・

改竄等不正な処理をすることなく，更に真実を報告し，資料を適時に提供
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すべきことの「経営者確認書」ないし「経営者責任の包括的保証書」の形

で，会計参与に対して決して不誠実な対応をしないことの担保を徴求して

おく等，対応が求められてくると思われる。

　その具体的な内容は，�経営者の不誠実な対応のある場合の財務諸表の

作成責任は，少なくとも会社に対する関係では，当該会計参与にはないこ

と，�月次調査の実施に必要な全ての資料が，会計参与に適時に提供され

たことの確認等が含まれよう（武田隆二「会計参与」制度と「虚偽表示抑止効果」

への期待―会計参与の役割期待（その３）（���会報２００５年８月号７頁参照）。

　ただし，会計参与の第三者に対する責任については，このような責任限

定ができるか否かは，検討を要する問題のように思われる。何故なら，会

計参与は，会社の機関として，取締役等と「共同して」計算書類およびそ

の附属明細書等を作成し，会計参与報告を作成すべき者と位置づけられて

いるからである。そして，会計参与が会社または第三者に生じた損害を賠

償する責任を負う場合において，他の役員等も当該責任を賠償する責任を

負うときは，これらの者は連帯債務者とされているからである（会４３０）。

　しかし，線引小切手の効力に関する小切手法３８条５項が，同条前４項の

規定を遵守しない支払人または銀行の責任を厳しく規定しているにも拘わ

らず，銀行取引の実務では，当座勘定規定第１８条第２項において，「前項の

取扱い（すなわち，裏判による線引の効力の排除）をしたため，小切手法第３８条

第５項の規定による損害が生じても，当行はその責任を負いません。また，

当行が第三者にその損害を賠償した場合には，振出人に求償できるものと

します。」という，特約条項を定めている。そうであるとすれば，不誠実

な経営者に対して，真実の記帳・適時の資料提供の義務を課し，それに違

反する場合の責任は経営者にあることの責任限定は，会社に対する責任の

みならず第三者に対する責任の面でも，会計参与は，その職務を行うにつ

―　　―��

１５）　例えば，キャッシュ・フロー計算書等を作成し，税務会計に止まらない，中小
企業会計指針にも沿った会計処理を試みることも肝要と考えられる（新商法１９条，
会社法４３１条，４３２条１参照）。
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いて「悪意または重大な過失があった」場合には当らないと解しうる一つ

方策と考えることはできないであろうか。

　また，他方，中小会社の経営者サイドでの感覚では，会計参与の職務を

誤解して，今まで通りの会計実務処理と同程度との認識しかないとすれば，

重い責任を負わなければならない会計参与の職務の対価を正しく反映させ

ない危険性を胎む。この点は，中小会社と取引をする金融機関の会計参与

設置に対する正当な，そして高い評価があるならば，経営者としての適切

な判断を期待しうるものと考えてよいのではなかろうか。

　私としては，別稿でも指摘したが（『「特例有限会社」考』慶応義塾大学

商法研究会「新会社法の基本問題」（慶応義塾大学出版会）所収），特例有

限会社が恒常的に存続しうる新会社法整備法の限界（すなわち，時限立法

としなかったこと）１６）と，特例有限会社に会計参与制度が利用できない状

況を解消するためにも，特例有限会社は株式会社に組織変更して「会計参

与」を設置し，計算の適正性を確保する方向を目指すことが重要な意味を

持つものと考えている。��������������������������������������������������������������������������以　上

（平成１７年１０月１１日稿）
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１６）　従って，立法論とすれば，少し先の将来の時期を設定して，「特例有限会社」の
特例を廃止し，株式会社への組織変更を促すとともに変更登記等における登録免
許税負担の軽減を図るべきではないかと考えている。
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